
正誤表(２０２２年 3 月) 
「ガス事業関係法令テキスト（平成 31 年(2019）年度版)」（２０１９年４月発行） 

一般社団法人日本ガス協会 

＜1 / 2＞ 

『ガス事業関係法令テキスト（平成 31 年(2019）年度版）』 正誤表 

 
このたびは『ガス事業関係法令テキスト（平成 31 年(2019）年度版）』をお買い上げいただきまして誠にありがとうございます。 

本書につきまして誤りがございましたので、以下のとおり訂正させていただきますとともに本書をご愛用いただいている皆様にご迷惑をおかけしておりますことを深くお詫び申し上げます。 

 

一般社団法人 日本ガス協会 

 
頁 誤 正 備 考 

Ｐ54 

７，特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律（抜粋） 

表    示 
（６条） 

(cf.省令 15 条) 

特定工事事業者は、特定工事を施工したときは、機器の見やすい場所

に、特定工事事業者の氏名又は名称・連絡先、監督者の氏名・資格証の

番号、施工内容・施工年月日を記載した表示を付すこと。 
 

７，特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律（抜粋） 

表    示 
（６条） 

(cf.省令 14 条、

省令 15 条) 

特定工事事業者は、特定工事を施工したときは、機器の見やすい場所

に、特定工事事業者の氏名又は名称・連絡先、監督者の氏名・資格証の

番号、施工内容・施工年月日を記載した表示を付すこと。 

 

参照する省令の追加 

Ｐ59-60 

（2）事故報告（ガス関係報告規則第４条）  

事 故 の 種 類 

① ガス工作物（ガス栓を除く。以下同じ。）の欠陥・損傷・破壊又はガス工作物の操

作による死亡事故 

② 工事中のガス工作物の欠陥・損傷・破壊又はガス工作物の操作による死亡事故 

③ 500 戸以上の供給支障事故 
（⑫に該当するものを除く） 

④ 製造支障時間が 24 時間以上の製造支障事故 
（⑫に該当するものを除く） 

⑤ ガス工作物の欠陥・損傷・破壊又はガス工作物の操作による負傷・中毒・酸欠事故 
（①に該当するものを除く） 

⑥ 工事中のガス工作物の欠陥・損傷・破壊又はガス工作物の操作による負傷・中毒・

酸欠事故（②に該当するものを除く） 

⑦ 30 戸以上 500 戸未満の供給支障事故 
（⑫に該当するもの並びに保安閉栓（注）を除く） 

⑧ 製造支障時間が 10 時間以上 24 時間未満の製造支障事故（⑫に該当するものを除く） 

⑨ 高・中圧の主要なガス工作物の損壊事故 
（①～⑧・⑫に該当するものを除く） 

⑩ 低圧の主要なガス工作物の損壊事故 
（①～⑧・⑫に該当するものを除く） 

⑪ ガス工作物からのガスの漏えいによる爆発・火災事故 
（①・⑤・⑫に該当するものを除く） 

（2）事故報告（ガス関係報告規則第４条）  

事 故 の 種 類 

① ガス工作物（ガス栓を除く。以下同じ。）の欠陥・損傷・破壊又はガス工作物の操

作による死亡事故 

② 工事中のガス工作物の欠陥・損壊・破壊又はガス工作物の操作による死亡事故 

③ 500 戸以上の供給支障事故 
（⑫に該当するものを除く） 

④ 製造支障時間が 24 時間以上の製造支障事故 
（⑫に該当するものを除く） 

⑤ ガス工作物の欠陥・損傷・破壊又はガス工作物の操作による負傷・中毒・酸欠事故 
（①に該当するものを除く） 

⑥ 工事中のガス工作物の欠陥・損壊・破壊又はガス工作物の操作による負傷・中毒・

酸欠事故（②に該当するものを除く） 

⑦ 30 戸以上 500 戸未満の供給支障事故 
（⑫に該当するもの並びに保安閉栓（注）を除く） 

⑧ 製造支障時間が 10 時間以上 24 時間未満の製造支障事故（⑫に該当するものを除く） 

⑨ 高・中圧の主要なガス工作物の損壊事故 
（①～⑧・⑫に該当するものを除く） 

⑩ 低圧の主要なガス工作物の損壊事故 
（①～⑧・⑫に該当するものを除く） 

⑪ ガス工作物からのガスの漏えいによる爆発・火災事故 
（①・⑤・⑫に該当するものを除く） 

誤記の修正 
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⑫ 自然災害又は火災による広範囲の地域にわたるガス工作物の損壊、製造支障、供給

支障事故で経済産業大臣が指定するもの。 

⑬ ガス工作物の欠陥・損傷・破壊又はガス工作物の操作により、一般公衆に対し、避

難、家屋の破壊、交通の困難等を招来した事故 
（①～⑫に該当するものを除く） 

⑭ ガス栓の欠陥・損傷・破壊による死亡・中毒・酸欠事故 

⑮ ガス栓の欠陥・損傷・破壊によりガス栓から漏えいしたガスに引火することで発生

した負傷・物損事故 
（⑭に該当するものを除く） 

⑯ 消費機器又はガス栓の使用に伴う死亡・中毒・酸欠事故 
（⑭・⑮に該当するものを除く） 

⑰ 消費機器から漏えいしたガスに引火することで発生した物損事故 
（消費機器が損傷した事故であって、人が死亡せず、又は負傷しないものに限る） 

⑱ 消費機器又はガス栓から漏えいしたガスに引火することで発生した負傷・物損事故 
（⑭～⑰に該当するものを除く） 

 

⑫ 自然災害又は火災による広範囲の地域にわたるガス工作物の損壊、製造支障、供給

支障事故で経済産業大臣が指定するもの。 

⑬ ガス工作物の欠陥・損壊・破壊又はガス工作物の操作により、一般公衆に対し、避

難、家屋の破壊、交通の困難等を招来した事故 
（①～⑫に該当するものを除く） 

⑭ ガス栓の欠陥・損壊・破壊による死亡・中毒・酸欠事故 

⑮ ガス栓の欠陥・損壊・破壊によりガス栓から漏えいしたガスに引火することで発生

した負傷・物損事故 
（⑭に該当するものを除く） 

⑯ 消費機器又はガス栓の使用に伴う死亡・中毒・酸欠事故 
（⑭・⑮に該当するものを除く） 

⑰ 消費機器から漏えいしたガスに引火することで発生した物損事故 
（消費機器が損傷した事故であって、人が死亡せず、又は負傷しないものに限る） 

⑱ 消費機器又はガス栓から漏えいしたガスに引火することで発生した負傷・物損事故 
（⑭～⑰に該当するものを除く） 

 

P270 

 

（追加） 

 

（再講習） 

規第９条 法第４条第２項の経済産業省令で定める期間は、資格証の交付を受けた日（同項に規定する講

習（以下「再講習」という。）で第２回目以降のものについては、前回の再講習を受けた日）の属する年

度の翌年度の開始の日から３年とする。 

 

第４条（ガス消費機器設

置工事監督者の資格等）

に関連し、参照する省令

の追加 

P276 

（離隔距離） 

第６条  

（中略） 

 

２ 前項に規定するガス工作物（不活性のガス（空気を含む。以下同じ。）又は不活性の液化ガスの

みを通ずるものを除く。以下この条から 11 条までにおいて同じ。）及び特定ガス発生設備に係る容

器であって最高使用圧力が高圧のもの及び液化ガスを通ずるものは、その外面から学校、病院そ

の他の告示で定める物件（以下「保安物件」という。）に対し告示で定める距離を有しなければなら

ない。 

（離隔距離） 

第６条  

（中略） 

 

（削除） 

p274 に同様の記載があ

るため、削除 

 


